
令和３年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

省エネルギー対策の推進 1 佐野市エネルギー管理事業

2 佐野市教育委員会エネルギー管理事業

3 環境基本計画中期計画策定事業

再生可能エネル
ギーの活用と省エ
ネルギー対策の推
進



年 月
年度

６

２

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 27 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6212

施　　策 再生可能エネルギーの活用と省エネルギー対策の推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 省エネルギー対策の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 環境係 担当課長名 櫻井　　学

事業分類 計画策定・管理事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 一部委託

政　　策 地球環境に配慮したまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

庁内の調査回数 回 1 1 1 1 1

１　全体のエネルギー使用量の把握
２　エネルギー使用状況届け出書の提出
３　エネルギー管理統括者等の選任
４　エネルギー管理の実施
５　中長期計画書・定期報告書の提出

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

国への報告回数 回 1 1 1 1 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

職員数 人 945 951 949 933 918

課・室数 課・室 70 69 69 67 66

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

エネルギー使用量(原油換算) kℓ 8,253 8,219 7,963 7,525 7,750

市の職員
市の部署（課・室）

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

省エネに取り組み、温室効果ガスの排出量削
減を推進する。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 2,429 2,429 2,453 1,843 1,864
1,843 1,864

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

4

業務委託料 2,409 業務委託料 2,409 普通旅費 5 業務委託料 1,843

普通旅費 3 普通旅費 3 報償金 30 業務委託料 1,843 普通旅費

17

負担金 17

負担金 17 負担金 17 業務委託料 2,401 負担金

1,164 1,164
トータルコスト（A)＋（B) 千円 3,894 3,805 3,674 3,007 3,028

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 384 360 320 320 320

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野市エネルギー管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 1149 一般 2 1 6 佐野市エネルギー管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H22年度～　　年度
根拠
法令

条例等

エネルギーの使用の合理化
等に関する法律

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

省エネルギー対策に十分取り組まれている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市の行う事務・事業における年間
使用電力量

千kWh 33,870 33,821 32,377 30,907 31,876

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」
に基づき、市役所で使用する全体のエネル
ギーの管理を行う。
佐野市役所(指定管理施設及び水道局を含
み、教育財産施設と市民病院を除く)は、平成
２２年１０月１日付「特定事業者」の指定を受け
た。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 1,465 1,376 1,221

事業費計（A) 千円 2,429 2,429 2,453

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野市エネルギー管理事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 環境係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」が平成20年5月に改正、平成22年4月1日から施行され、エネル
ギー使用量(原油換算値)が1,500kℓ／年以上の地方公共団体は全体のエネルギーの管理が義務付けられ、
佐野市役所は平成22年10月1日付で「特定事業者」の指定を受け、開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

本市は平成２８年７月に、「COOL CHOICE」推進宣言をし、「COOL CHOICE 30 SANO」を推進するこ
ととした。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

市役所のエネルギーを管理する事業であり、市が行わなければならない。

妥当である
理由・
改善案

市の各部署においてエネルギーの管理を行い、省エネに取り組むものであり、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

総合庁舎となり、自動車の走行量は減ったが、施設の延べ床面積が増えたこと、夏の気温の上昇、
朝活や夕活の取り組みなどにより、成果向上は難しくなっている。

類似事務事業名 佐野市教育委員会エネルギー管理事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業があり統合・
連携できる・している 理由・

改善案

佐野市教育委員会も、改正省エネ法に基づく「特定事業者」の指定を受けている。
事業の統合はできないが、連携して事業を実施している。

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

エネルギー使用量(原油換算値)が１，５００kℓ／年未満となれば、終了することができる。

結びついている
理由・
改善案

省エネに取り組む事業であり、政策体系に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

必要最小限の事業費と人件費で実施している。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

市の施設のエネルギーを管理する事業であり、特定の受益者はいない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

６

２

１

２

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6212

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 教育部 担当課 教育総務課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 総務係 担当課長名 大竹幸子

政　　策 地球環境に配慮したまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 再生可能エネルギーの活用と省エネルギー対策の推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 省エネルギー対策の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 計画策定・管理事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

佐野市教育委員会エネルギー
使用量(原油換算)

ｋｌ 1,830 1,974 1,782 1,686 1,688

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

エネルギー使用合理化対象施
設数

箇所 106 106 106 102 102

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

教育委員会エネルギー削減率
％ △ 1.7 △ 7.9 9.7 5.4 0.0

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

教育委員会の年間使用電力量
千kWh 5,925 6,120 5,925 5,462 5,524

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 2,430 2,430 2,423 1,843 1,843
事業費計（A) 千円 2,430 2,430 2,423 1,843 1,843

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

委託料 2,408 委託料 2,408 委託料 2,401 委託料 1,843 委託料 1,843

旅費 4 旅費 4 旅費 5

負担金 17 負担金 17 負担金 17

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 300 300 300 300 300
人件費計（B) 千円 1,145 1,146 1,145 1,091 1,091

トータルコスト（A)＋（B) 千円 3,575 3,576 3,568 2,934 2,934

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野市教育委員会エネルギー管理事業費
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12689 一般会計 10 1 2 佐野市教育委員会エネルギー管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　平成22年度～　　年度
根拠
法令

条例等

エネルギーの使用の合理化
等に関する法律（省エネ法）

1.全体のエネルギー使用量の把握　
2.エネルギー使用状況届け出書の提出
3.エネルギー管理統括者等の選任
4.エネルギー管理の実施　
5.中長期計画書・定期報告書の提出

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

佐野市教育委員会が所管する（教育財産に係
る）施設

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

佐野市教育委員会が所管する教育財産に係る
施設のエネルギー使用量を毎年１％以上削減
する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

市の行う事務・事業における変換使用電力量が
削減になる。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エ
ネ法）が改正され（施行日：平成22年4月1日、エ
ネルギー使用量(原油換算値)が１５００kℓ／年
以上の地方公共団体も全体のエネルギー管理
が義務付けられる（特定事業者）こととなった。　
対象は、教育財産施設の全てであり、佐野市教
育委員会は平成22年10月1日付「特定事業者」
の指定を受け、以下の事項が義務付けられる。
1.全体のエネルギー使用量の把握　
2.エネルギー使用状況届け出書の提出　
3.エネルギー管理統括者等の選任
4.エネルギー管理の実施　
5.中長期計画書・定期報告書の提出

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野市教育委員会エネルギー管理事業費 担当部 教育部 担当課 教育総務課 担当係 総務係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名 佐野市エネルギー管理事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成20年5月に「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」が改正され（施行日：平成22年4月1日、平
成21年におけるエネルギー使用量の計測・記録が必要）、エネルギー使用量(原油換算値)が１５００kℓ／年以上の
地方公共団体も全体のエネルギー管理が義務付けられ、佐野市教育委員会も平成22年10月1日付「特定事業者」
の指定を受けたため。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

原単位「年１％」のエネルギー使用効率の改善の達成を求められる。
平成２３年３月１１日に発生した「東日本大震災」による原発事故に伴う計画停電等、エネルギー使用
の効率化が求められる。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

特になし

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

教育委員会施設の省エネ化（電気量削減）を図ることを目的としており、その結果、ランニングコストが
削減するため結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

「改正省エネ法」の遵守及び、地球温暖化防止対策は、市としての重要な責務であり民間等に委ねるこ
とはできない。

妥当である
理由・
改善案

「改正省エネ法」に規定されており、対象と意図は合っている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

適切な調査に基づき、太陽光発電設備設置やＬＥＤ電球交換等施設の改修や設備投資を行なえば成
果の向上は期待できるが、事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることはできない
ため。

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

佐野市についても、改正省エネ法に基づく「特定事業者」指定を受けている。事業の統合はできない
が、取組マニュアル、職員研修、業務委託の一括発注等、連携が図られている。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費について、環境政策課と連携を行い予算の執行しているため事業費人件費とも削減することは
難しい。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

この事業における受益者は市民になるが、特定できないことにより受益者負担を求める必要がない。

総
合
評
価

本事業の休止の条件は教育委員会所管施設がなくなる場合。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

６

２

１

２

地域環境、地球環境の保全と創造を目指すこ
とを目的に、環境基本条例に定める基本理念
を総合的かつ計画的に推進するため、令和３
年度に短期目標を設定し、第２次環境基本計
画の中期計画を策定する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 1,145 0 0

事業費計（A) 千円 537 0 0

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

省エネルギー対策に十分取り組まれている。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

LED照明や節電効果の高い家電を
積極的に導入している人の割合 ％ 45.3 43.9 44.9 50.9 49.6

HV,EV､PHV､FCVを利用してい
る市民の割合

％

事務事業マネジメントシート

事務事業名 環境基本計画中期計画策定事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7652 一般 4 1 5 環境基本計画中期計画策定事業

事業
計画

単年度のみ
事業
期間

Ｒ３年度
根拠
法令

条例等

環境基本法
佐野市環境基本条例

0 1,091
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,682 0 0 0 1,420

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2
のべ業務時間 時間 300 300

26410-4　印刷製本費 393 10-4　印刷製本費

0

10-3　食糧費 3 10-3　食糧費 0

10-1　消耗品費 0 10-1　消耗品費

0

7-1　報償金 65 7-1　報償金 65

1-2　委員報酬 76 1-2　委員報酬

0 329
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 537 329

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

― ― 11.0 4.0 31.5

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

節電やアイドリングストップなど省エ
ネルギーを実践している市民の割合 ％ 45.1 45.2 45.4 51.0 46.1

佐野市全域の市民・事業者・滞在者・市 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

市民・事業者・滞在者・市の省エネルギー対策
への取組

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

庁内策定委員会の開催回数 回 3 1

環境審議会の開催回数 回 3 1 1 0 1

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

市民懇談会の開催回数 回 2 2

市民懇談会の開催
庁内策定委員会の開催
環境審議会の開催
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため全て書面による開催

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 計画策定・管理事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 地球環境に配慮したまちづくり 新規事業・継続事業 新規事業

施　　策 再生可能エネルギーの活用と省エネルギー対策の推進 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 省エネルギー対策の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 美しい自然、環境と調和するまちづくり 担当係 環境係 担当課長名 櫻井　　学

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 27 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 6212



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

業務委託を行わずに、必要最小限の事業費と人件費で実施している。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者を特定できないため、負担を求めることができない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業終了
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

結びついている
理由・
改善案

地域の特性に応じた環境保全の施策を策定し、市、市民、事業者などが協働して地域環境・地球環
境に配慮した生活や事業活動の推進を図ることにより、自然環境を大切にする心が育成されるた
め、政策体系に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

計画を策定すれば、終了することができる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

市の計画であり、市が策定しなければならない。

妥当である
理由・
改善案

市民、事業者、市などが協働で環境保全活動を推進することで、事業の目的が達成されるため、妥
当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

市民懇談会などにおいて、多くの意見を反映することができれば、成果向上の余地がある。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

現行の環境基本計画の期間が令和３年度までであり、令和４年度を初年度とする新たな計画を策
定する必要があるため、令和３年度から開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

再生可能エネルギーの活用、脱炭素化、生物多様性の保全などの環境問題への対策が求められ
ている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

B表（事後評価シート）

事務事業名 環境基本計画中期計画策定事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 環境係
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